
 

報

  

用

 

  
 

5,7

が

は

 

１

２

３

４

 

本

報道関係者各

人事労務分野

の実態調査」

調査回答企業

786万円で、前

35,662円とな

また、４年ぶり

検討中である

 

 

.【教育研修

 教育研修費

調査と比較

 従業員1人

円。 

.【教育予算

 教育予算の

.【各種教育

 「階層別研

育」。 

 「職種別・目

ス・ハラスメ

.【選抜型リ

 選抜型リー

だった。 

 課題・問題

主なポイ

調査要領 

本件に関する 

問い合わせ先 

各位 

野の情報機関

」を実施しま

業における教

前回の2015年

り、前回調査

りに調査した「

る」企業を合わ

修費用総額と従

費用総額の20

較すると、いず

人当たりの2015

算の増減状況】

の対前年比を

育研修の実施状

研修」で実施率

目的別研修」で

メント教育」、「

ーダー育成制

ーダー育成制度

題点としては、

2016

前

ント 

上場企業

176社の

『企業と

〒112-00

■電話 0

関である産労

ました。本調

育研修費用総

年度調査と比較

に比べて約1,

選抜型リーダ

わせると5割強。

従業員1人当

015年度の予算

ずれも増加。 

5年度実績額

】 

をみると、「増加

状況】 

率のトップは、例

では、「OJT指

CSR・コンプラ

制度の取組状

度を「導入して

「選抜が難しい

6年度（第

前年度

増加

業および当社会

の回答を得た。 

と人材』編集部

011 東京都文京

03(5319)3605 ■

総合研究所

査は1976(昭

総額は、2015年

較するといずれ

,200円ダウンし

ダー育成（経営

。課題としては

たりの教育研

算額は5,548万

は35,662円で

加した」とする企

例年どおり「新

指導員教育」の

ライアンス教育

状況】 

ている」企業は

い（人選に課題

第40回）

度と比較

加した企

会員企業から任

部 担当：石田

区千石 4-17-10

■e-mail:edt-e

（代表・平盛

昭和51)年より

年度の予算額

れも増加してい

した。 

営幹部育成）制

は、「選抜が難

研修費用】

万円、実績額

で、前回調査と

企業が54.6％

新入社員教育

の実施率が49

育」は若干減少

は38.2％。「導

題がある）」が

 教育研

較して

企業は

任意に抽出した約

、片上 

0 産労文京ビル

e@sanro.co.jp

盛之）は、この

り実施してお

額5,548万円、

いた。1人当た

制度」について

難しい（人選に

額は4,944万円

と比較して約1

％で半数を超え

」。次いで、「新

.1％で最も高

少。 

入を予定、ま

48.1％で最も

研修費用

て教育

は半数

約3,000社に対

ル 

■http://www.

のたび「2016

り、今回で4

実績額4,944万

たりの教育研修

ては、「導入して

課題がある）」

、2016年度の

,200円減少。

えている。平均

新入社員フォ

高い。前回実施

たは検討中」

高い。 

用の実態

予算が

以上 

して、2016年6

e-sanro.net 

6年度（第40回

40回目となり

万円、2016年

修費用では、2

ている」、「導入

」などがあげら

の予算額は5,7

2016年度予算

均増加率は33

ォロー教育」、「

施率の高かった

は13.3％で、

調査 

が 

6月に調査票を郵

2016年10月1

回）教育研修

ります。 

年度の予算額が

015年度実績

入を予定、また

られた。 

786万円で、前

算額は44,892

.4％。 

「初級管理者教

た「メンタルヘ

あわせて5割強

郵送で依頼し、

3日 

修費

が

績額

た

前回

2

教

ヘル

強



 

 

１

 

（

 

（

 

 

１ 教育

１）1社当た

1社当た

（同4,533

調査と厳密

なお、今

績額をみる

ているほう

２）従業員1

従業員1人

36,877円）、

にみると、

   

 

調

［2015

1,00

300

299

製

非

規模

20

（注） 1．2

3

     2．本

     3．

     4．無

 

育研修費

たりの教育研修

りの教育研修

万円）であり

密な比較はで

今回の調査で

ると「保有し

うが倍近い金

人当たりの教

人当たりの教

、2016年度予

中堅企業で

調査計

5年度調査］

00人以上

0～999人

9人以下

製造業

非製造業

模・業種

016年度

2015 年度予算／実

3,000 円以下と 20

本社のみ、あるい

「実績対予算の倍率

無回答は集計から

費用総額

修費用総額 
修費用総額は

り、2016年度

できないが、い

では自社研修施

している」企業

金額となった。

教育研修費用

教育研修費用

予算額44,892

37,326円と前

図表1 教

130

106

53

46

31

50

80

集計社数

（社）

（第40回

実績と 2016 年度予

0万円以上の企業を

いは事業所単位での

率」は、「2016 年度

ら除いているため、

と従業員

は、2015年度

度は予算額5,7

いずれも増加

施設の保有の

業は6,706万

。 

用 
用は、2015年度

2円（同47,17

前回より増加

教育研修費用総

2015年度
予算平均

2
実

5,548

5,458

10,825

2,811

588

5,835

5,369

教育研修

回） 教育

予算のすべてに回答

を除く。 

の回答企業について

度予算÷2015 年度

以下の各表で集計

員1人当

は予算額5,5

786万円（同

加している。

の有無別の教

円、「保有し

度の予算額41

70円）で、予

加している（

総額と従業員1人

2015年度
実績平均

20
予

4,944 5

4,533 5

9,694 1

2,515 3

428

5,250 5

4,752 5

修費用総額（万円）

育研修費

答があった企業に

ては、その従業員

度実績」で算出。［

計社数が異なるこ

当たりの

48万円（前回

5,651万円）

全体的に、企

育研修費用に

ていない」企

,839円（前回

予算、実績と

図表1）。 

人当たりの額

016年度
予算平均

201
予算

5,786 41

5,651 46

1,101 46

3,129 42

641 33

5,833 33

5,756 47

費用の実

ついて集計。ただ

員の規模として集計

［ ］内は前回の倍

ことがある。 

教育研修

回調査5,458万

である。調査

企業規模によ

についても調

企業は3,175万

回調査46,764

もに前回調査

（実績と予算）

5年度
算平均

2015年
実績平

,839 35,6

,764 36,8

,434 40,6

,261 37,3

,355 24,6

,340 28,5

,150 40,0

従業

実態調査 

だし、総額が 10億

計。以下同じ。 

倍率。 

修費用 

万円）、同実績

査対象が異な

よる差が大き

調査・集計した

万円と、研修

4円）、同実績

査を若干下回

） 

年度
平均

2016年
予算平

662 44,89

877 47,17

679 48,54

326 46,87

613 35,71

580 34,12

088 51,62

員1人当たりの額（円

結果概要

円以上および従業

績額4,944万

なるため、前

い（図表1）。

た。2015年度

修施設を保有

額35,662円

回った。規模別

度
均

実績対予算
倍率
(倍)

2 1.26［1.

0    1.28[1.2

7 1.19［1.

0 1.26［1.

0 1.45［ 1

0 1.19［1.

5 1.29［1.

）

要 

（単位：％

業員 1人当たりの額

円

回

 

度実

し

（同

別

 

算の

28］

27］

22］

22］

1.5］

21］

32］

％）

額が



 

  

２

 

 
 

 

 

 

 

 

教育２ 

2016年度

は25.5％

表2）。 

 

予算が増

ど、前回と

未満」22.

算を増やす

 

［

区分

増加計

減少計

20

（注） 1．201

2．教

（注） 1．増加

2．図表

育予算の

度予算の対前

（同32.7％）、

増加したと回

と比べて増加

2％、「5～10

す傾向がみて

規模・業種

調査計

2015年度調査

1,000人以上

300～999人

299人以下

製造業

非製造業

合　計
（社）

100.0（　77）

100.0（　36）

016年度

15年度予算／実績

育研修費用総額に

加・減少率＝［20

表 2において、［増

の増減状

前年度の状況を

増減なしの

回答した企業の

率は高い傾向

0％」33.3％と

てとれる（図表

図

図表3

査］

上

人

5％未満

18.2

22.2

（第40回

績および 2016 年度

における 2015 年度

016 年度予算－201

増加］、または［減

況 

をみると、予

企業は19.9％

の平均増加率

向にある。他

と、前回調査

表3）。 

図表2 2016年度

3 2016年度教

合　計
（社）

100.0（

100.0

100.0（

100.0（

100.0（

100.0（

100.0（

5～10％
未満

10～
未

16.9 1

33.3 1

回） 教育

度予算のすべてに回

度予算と 2016 年度予

15 年度予算］÷

減少］と回答した企

予算が増加し

％（18.6％）

率は33.4％で

他方、減少率の

査と比べて低

度教育予算の

 

教育予算の増加

計
）

（141）

（113）

（　55）

（　50）

（　36）

（　54）

（　87）

～20％
未満

20～40％
未満

3.0 28.6

3.9 19.4

育研修費

回答があった企業の

予算の比較である

［2015 年度予算］

企業の予算増減率

た企業は54.

と、「増加した

、分布をみる

の平均は16.2

いほうにシフ

対前年度の増

加率および減少

増　加

54.6

48.7

58.2

62.0

38.9

46.3

59.8

％ 40～60％
未満

6

7.8

8.3

費用の実

のみで集計。図表

る。 

×100   

率について分布をみ

6％（前回調

た」とする企

ると「20～40

2％（同19.1％

フトしており

減状況 

少率の分布 

減　少

25.

32.

27.

24.

25.

29.

23.

60％以上
平　
（％

15.6 33

2.8 16

実態調査 

3も同じ。  

みたものである。 

調査48.7％）、

企業が半数を

0％未満」が2

％）で、分布

、全体として

少 増

5

7

3

0

0

6

0

均
％）

最　小
（％）

3.4 0.0

6.2 0.5

結果概要

減少した企

超えている

28.6％となる

布をみると「5

てみれば教育

 

増減なし

19.9

18.6

14.5

14.0

36.1

24.1

17.2

最　大
（％）

382.1

72.1

要 

（単位：％）

（単位：％）

業

（図

るな

5％

育予



 

 

３

 

各種３ 

2016年度

入社員教育

教育」75.

 

次に、職

などの実施

や、「ＣＳ

では若干減

 

 

キャリア

Ｃ

コ

メン

2020

種教育研

度の予算で実

育」が93.5％

1％、「中堅社

職種別・目的

施率が高くな

Ｒ・コンプラ

減少している

 

図

経営

上級管

内

中級管

中堅

初級管

新入社員フォ

新入

アデザイン・ライフ

営業社員

ＣＳＲ・コンプラ

コミュニケーション

技術

中途

ンタルヘルス・ハラ

選抜型幹部

ＯＪＴ

016年度016年度

研修の実

実施する予定の

％で例年どお

社員教育」74

的別教育につい

なっている。前

ライアンス教

る（図表5、複

図表

図表5 2016年

0

営幹部教育

管理者教育

内定者教育

管理者教育

堅社員教育

管理者教育

ォロー教育

入社員教育

0

フプラン教育

・販売員教育

マナー教育

イアンス教育

ンスキル教育

・技能者教育

途採用者教育

ラスメント教育

部候補者教育

Ｔ指導員教育

（第40回（第40回

施状況

の教育研修に

りトップとな

4.0％となって

いてみると、

前回調査で高

教育」（同40.7

複数回答）。

表4 2016年度に

年度に実施する

20

10

回） 教育回） 教育

についてみる

なった。次い

ている（図表

「ＯＪＴ指導

かった「メン

7％）は、社

に実施する階層

る職種・目的別

28.4

40

20

育研修費育研修費

と、階層別教

で、「新入社

表4、複数回答

導員教育」49

ンタルヘルス

内での一定の

層別教育 （複

別教育（上位1

56.8

58

5

60

30.

30

費用の実費用の実

教育で実施率

員フォロー教

答）。 

.1％、「選抜

・ハラスメン

の周知・教育

複数回答） 

0項目・複数回

8

8.6

9.8

74.0

75.1

77.5

80

2

33.1

33.7

34.9

36.7

37.3

37.9

37.9

42

40

実態調査 実態調査 

率の高いもの

教育」77.5％

抜型幹部候補者

ント教育」（前回

育ができたため

回答） 

5

93.5

100

2.0

49.1

50

結果概結果概要

（％）

としては、「

％、「初級管理

者教育」42.0

回調査47.4％

めか、今回調

 

 
60

要 

（％）

要 

 

新

理者

0％

％）

調査



 

 

４

 

（

（

 

 

 

 

 

選抜４ 

１）  今回

は、20

「導入

（同11

 

２）  選抜

れたも

業績評

ポイン

いるよ

 

 

20

（注）

（

抜型リー

回の調査では、

012年の「選抜

入している」企

1.3％）で、合

抜型リーダー育

もの」が66.3％

評価で一定レベ

ントも上昇して

ようである。 

規模・業種

調査計

［2012年調査

1,000人以

300～999人

299人以下

製造業

非製造業

規模・業

調査計

［2012年調

1,000人

300～99

299人以

製造業

非製造

016年度

 1．2012 年調査

2．2012 年調査

（注）その他は省略

ーダー育

、「選抜型リー

抜型の経営幹

企業は38.2％

合わせて5割

育成候補者の

％で最も高く

ベル以上の評

ており、役職

図表 7 選

種

査］

上

人

下

業

業種

計

調査］

以上

99人

以下

業

造業

（第40回

査は「選抜型の経

査では、「導入して

略した。 

成制度の

ーダー育成

幹部育成に関す

％（2012年調

強となった

の要件（複数

く、次いで「

評価をされた

職や年齢にと

図表 6 選

抜型リーダー

合　計
（社）

100.0（ 173）

100.0（106）

100.0（　67）

100.0（　63）

100.0（　43）

100.0（　69）

100.0（ 104）

合　計
（社）

100.0（95）

100.0（47）

100.0（50）

100.0（27）

100.0（18）

100.0（41）

100.0（54）

回） 教育

営幹部育成に関す

ている」、「導入を予

の取組状

（経営幹部育

する実態調査

調査37.7％）、

（図表6）。

数回答）として

「役職」61.1％

たもの」は201

らわれず、現

選抜型リーダー

 

ー育成制度の選

 

導入している

38.2

37.7

53.7

30.2

25.6

43.5

34.6

年　齢

37.9

38.3

40.0

37.0

33.3

48.8

29.6

育研修費

する実態調査」を指

予定または検討中

状況 

育成）制度」に

査」以来4年ぶ

「導入を予定

ては、「人事・

％、「年齢」3

12年の調査で

現在の成果を

ーの導入状況

選抜対象者の要

る
導入を予定
は検討中で

13.3

11.3

13.4

14.3

11.6

13.0

13.5

勤続年

17.

12.

10.

22.

33.

19.

16.

費用の実

指す。以下、図表

中である」、「導入し

についても聞

ぶりとなる。

定、または検

・業績評価で

37.9％となっ

で4割弱であっ

を重視して選

要件（複数回答

定、また
である

導入して
現在休止

3

3

4

3

6

0

5

年数 役

.9

8

.0

.2

.3

.5

.7

実態調査 

8まで同じ。 

していない」で聞い

聞いた。このテ

選抜型リーダ

討中である」

で一定レベル以

っている（図

ったのが、今

抜を行う企業

答） 

ていたが、
止中である

導入
後導

6.4

－

9.0

4.8

4.7

7.2

5.8

役　職

人事
で一
上の

61.1

78.7

62.0

55.6

66.7

65.9

57.4

結果概要

いている。 

テーマでの調

ダー育成制度

企業は13.3

以上の評価を

図表7）。「人事

今回の調査で2

業が多くなっ

入しておらず、今
導入の予定もな

い

42.2

50.9

23.9

50.8

58.1

36.2

46.2

事・業績評価
一定レベル以
の評価をされ

たもの

66.3

38.3

66.0

66.7

66.7

70.7

63.0

要 

（単位：％）

（単位：％）

調査

度を

3％

をさ

事・
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教育制

社あり

 

 

調査名 20

調査機関 産労

調査対象 上場

調査方法 郵送

回答状況 締切

留意点 調査

規模・

調査

1,000人

300～9

299人

製造

非製造

●用語
 

本調査

①正

②外

③教

④外

⑤ｅ

⑥公

⑦研

⑧事

⑨そ

   

ちなみ

として

2015 年
 

※本調

調査要領 

20

（注） 1．

2．

抜型リーダー育

しい（人選に課

制度との連携が

り、なかなか効

16 年度（第 40

労総合研究所 

場企業および当社

送によるアンケー

切日までに回答の

査項目ごとに無回

業種
合
（

査計 10

人以上 10

999人 10

以下 10

造業 10

造業 10

の定義につい

査でいう「教育研

正社員を対象と

外部講師費 

教材費 

外部教育機関へ

ｅラーニング・

公的資格取得援

研修受講者・社

事務局費 

その他これら以

（ただし、研修

みに、厚生労働省

て、「Off-JT に支

年度調査はそれ

調査の詳細デー

016年度

選抜型リーダー育

その他は省略した

育成制度の課

課題がある）」

が難しい」25

効果が実感で

図表 8 

回） 教育研修

社会員企業から任意

ート調査方式 

のあった 176 社で集

回答があるため、そ

合　計
社）

選抜さ
た社員
ベーシ

0.0（81）

0.0（40）

0.0（24）

0.0（17）

0.0（32）

0.0（49）

いて 

研修費用（総額

した自社主催研

の研修委託費お

通信教育受講費

助費 

内講師の日当・

外の教育研修に

受講者・教育ス

省が実施する「

支出した費用の

れぞれ 1.7 万円、

タは、弊社発行

（第40回

育成制度を導入し

た。 

課題・問題点

」48.1％であ

5.9％などと

できていない

選抜型リーダ

修費用の実態調査

意に抽出した約3,0

集計。集計企業の内

それを除いて集計

されなかっ
員のモチ

ション低下

他の
制度と

14.8

12.5

16.7

17.6

21.9

10.2

額）」とは、次に

研修の会場費・宿

およびセミナー・

費 

手当・交通費

に必要な費用 

スタッフの人件費

能力開発基本調

の１人当たり額」

0.6 万円となっ

行の『企業と人材

回） 教育

ていない企業にも

（複数回答）

ある。次いで

なっている。

いところもある

ダー育成制度の

 

査 

調査

000社 

●集

内訳は別表を参照

した。そのため、

人事・教育
との連携が
難しい

育成
間

25.9

25.0

29.2

23.5

18.8

30.6

に掲げる各費用

宿泊費・飲食費

・講座参加費

費は含まない）

調査（企業調査）

と「自己啓発支

っている。 

材』2016 年 10 月

育研修費

も聞いている。 

についてみ

「育成に費用

。「効果につい

るようだ（図

の課題・問題点

時期  2016

集計企業の内訳

規  模 

合  計 

1,000 人以上 

300～999 人 

299 人以下 

照。 

各表で集計者数は

成に費用・時
間がかかる

選
（人

42.0

45.0

33.3

47.1

43.8

40.8

の合計額である

」では「教育訓

支援に支出した費

月号（№1044）

費用の実

みると、最も割

用・時間がか

いて疑問があ

図表8）。 

点（複数回答）

年 6～8月 

（別表） 

合 計 

100.0 （176） 
100.0 （ 68） 
100.0 （ 63） 
100.0 （ 45） 

は異なっていること

選抜が難しい
人選に課題が

ある）

適

48.1

55.0

45.8

35.3

46.9

49.0

。 

訓練に支出した

費用の１人当た

に掲載していま

実態調査 

割合が高かっ

かる」42.0％

ある」も24.7％

 

（単位：％、

製 造 業 

40.3 （71） 
47.1 （32） 
39.7 （25） 
31.1 （14） 

とに留意されたい

適切なプログラ
ムがない

16.0

12.5

12.5

29.4

15.6

16.3

た労働者１人当た

たり額」が算出さ

ます。 

結果概

ったのは、「選

％、「他の人事

％と、約4社

（ ）内は社数）

非製造業 

59.7 （105） 
52.9 （ 36） 
60.3 （ 38） 
68.9 （ 31） 

い。 

効果について
疑問がある

24.7

25.0

20.8

29.4

25.0

24.5

たり平均額」

されており、

（単位：％）

要 

選抜

事・

に1

 


